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平成２３年９月１６日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 所有権移転請求権仮登記抹消登記手続請求控訴事 

件（原審・京都地方裁判所平成●●年（○○）第●●号） 

口頭弁論終結日 平成２３年６月２９日 

 

判   決 

控訴人（被告Ａ訴訟承継人） Ｙ１ 

控訴人（被告Ａ訴訟承継人） Ｙ２ 

控訴人（被告Ａ訴訟承継人） Ｙ３ 

被控訴人（原告）      国 

 

主    文 

１ 本件各控訴をいずれも棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人らの負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴人らの控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要（略語は、特記しない限り原判決の用法に従う。） 

１ 本件の要旨及び訴訟の経過 

（１）要旨 

本件は、Ｂ（以下「Ｂ」という。）に対して租税債権を有すると主張する

被控訴人（国）が、国税徴収法に基づき、Ｂの所有する原判決別紙物件目録

記載１及び２の各土地（以下「本件各土地」という。）を差し押さえた上（以
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下、この差押えを「本件差押」といい、これに基づく登記を「本件差押登記」

という。）、承継前被告Ａ（以下「Ａ」という。）がＢに対して有する平成

６年２月１０日付け贈与予約に係る予約完結権（以下「本件予約完結権」と

いう。）が時効消滅したことを理由として、主位的には被控訴人の時効援用

権を行使するとし、予備的には国税通則法４２条、民法４２３条に基づきＢ

の時効援用権を代位行使するとした上、Ｂの本件各土地に基づく妨害排除請

求権を代位行使して、本件差押登記に先立ってされている京都地方法務局京

田辺出張所平成６年２月１４日受付第＿＿＿＿号所有権移転請求権仮登記

（以下「本件仮登記」という。）に係る付記登記の名義人であるＡに対し、

平成１６年２月１０日時効消滅を原因とする本件仮登記の抹消登記手続を求

めた事案である。 

Ａは訴訟係属中の平成２２年７月２４日に死亡し、相続人である控訴人ら

がその権利義務を承継した。控訴人らは、課税の根拠となった申告が無効で

あるなどと主張して被控訴人主張の租税債権の存在を争うとともに、被控訴

人の時効援用権も争った。 

（２）訴訟の経過 

原審裁判所は、Ｂ名義の確定申告が効力を有してないとはいえないとして

被控訴人の租税債権の存在を認めた上、被控訴人に消滅時効の援用権限があ

るとし、本件予約完結権が時効消滅したとして、被控訴人がＢの妨害排除請

求を代位してする本件仮登記の抹消登記手続請求を認容した。 

そこで、控訴人らは、原判決を不服として本件控訴を提起した。 

２ 「争いのない事実等」、「争点及び争点に対する当事者の主張」は、次の（１）

及び（２）のように補正し、後記３に当審における控訴人らの主張を付加する

ほかは、原判決の「事実及び理由」の第２の「１ 争いのない事実等」及び「２

争点」に記載のとおりであるから、これを引用する。 

（１）原判決３頁３行目から５行目までを次のように改める。 



 

 3 

「（１）当事者の身分関係等 

ア 身分関係 

Ｂは昭和２年生まれでＳ家の長男であり、専業農家であったＳ家の

跡取りとして、昭和５１年から５３年にかけて父母が死亡したことに

伴い多数の土地を相続した。ＡはＢの弟であり、ＦはＢの長男である。

後記（４）のＥはＢの妻Ｐの弟である。Ｂは、後記（２）のＣと平成

１１年７月２３日に婚姻したが、平成２１年１月２７日に離婚した

（乙４６、４７、４９、弁論の全趣旨）。 

イ 原判決別紙物件目録記載の各不動産の取得 

原判決別紙物件目録記載の各不動産は、中にはＢが売買によって 

取得したもの（同目録記載１、２、７）もあるが、その他は前記相続

によって取得したもので、いずれもＢが所有していた。Ｂが相続した

土地はそのほかにもあった（甲１の１・２、５の１・２、乙１５、１

７、１９、２１、２３、２９、３１～４５）。」 

（２）原判決４頁９行目から１４行目までを次のように改める。 

「（８）被控訴人が主張するＢに対する本件国税債権は、本件差押のころ

原判決別紙「租税債権目録１」のとおりであり、平成２０年４月２日当

時では原判決別紙「租税債権目録２」のとおりであった。被控訴人は、

本税は、平成８年１１月２６日にＢ若しくは代理人Ｆの申告（以下、こ

の際の申告を「本件申告」という。）によって確定したものであり、加

算税は賦課処分によって、延滞税は所定の要件を充足することによって

法律上当然に確定したと主張している。申告書は、原本、控えとも証拠

として当事者のいずれからも提出されていないが、被控訴人は、ＦがＢ

名義で申告書を作成し提出したと主張し、控訴人らは、同事実を前提に、

Ｆに当時Ｂを代理して申告する権限はなかったと主張している。」 

３ 当審における控訴人らの補足主張 
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（１）課税要件事実の存在と課税標準については、行政庁が立証責任を負う（最

高裁判所昭和３８年３月３日第三小法廷判決・訟務月報９巻５号６６８頁）。

本件訴訟では確定申告書の証拠提出もなく、現在の税額を証明するものとし

ては被控訴人作成の滞納税額証明しかない。被控訴人は、本件の申告書は７

年の経過により廃棄したというが、税額決定のための当時の契約書写し等は

保管しているのであって、申告書のみ廃棄したという被控訴人の主張は不自

然であって信じ難い。 

納税者が真正な意思に基づき申告した場合は、仮にその申告に瑕疵があっ

たとしても、更正請求や抗告訴訟でその取消しや変更を求めなければならな

いが、第三者が本人に無断で納税申告をしても同申告は無効であることは当

然である（最高裁判所昭和４８年４月２６日第一小法廷判決・民集２７巻３

号６２９頁）。被控訴人は、Ｂ名義でされた納税申告についてＦが代理権を

有していたことを立証する責任がある。 

（２）ＢがＦに本件申告について代理権を授与したことはないことについて 

ア ＢとＦの親子関係 

Ｆ夫婦とＢは、平成５年８月の再度別居に至る前から、Ｂの素行が原因

で関係が悪かった。Ｆは、Ｂから、付き合いの生じたＣに多額の金員を渡

し、あるいは貸し付け、また高級自動車を購入してやったと聞かされ、Ｃ

と手を切るよう助言していたが、別居後の平成６年３月ころＢがＣに土地

を贈与したことを知り、Ｂを非難し叱責するに至った。Ｆは、平成６年７

月２日、親族らの意見も得て残っている土地をＦに贈与するよう求め、Ｂ

はこれに応じたが、贈与契約書に拇印を押しただけで実印は渡そうとしな

かった。また贈与した土地の移転登記にもその後容易に応じなかった。以

上の経緯で、ＢとＦの仲は悪くＢはＦに対し憎悪に似た感情を抱き、Ｆを

自宅にも入れず、他の親族とも交渉がなくなった。ＢとＦの間では代理の

基礎となる信頼関係はなく、本件申告当時は連絡もとれない状態であった。 
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イ Ｆは、本件申告当時、本件譲渡地の売買の詳細に関して何も聞かされず

何らの資料も持っておらず、申告手続の代理人として知っているべき情報

を知らなかった。また、Ｂは売買代金の一部でもＦに預けていたわけでは

なく、Ｆは、Ｂの通帳、印鑑なども保管していなかった。 

ウ Ｂは、平成８年８月に宇治税務署から帰る際、「また来ます」と申告の

交渉等を自己がする意思を明らかにしていた。その当時、ＢがＧに対し息

子のＦが財産管理をしている旨を話したことはない。 

エ 平成６年７月２日の親族会議では、残った土地をＢからＦに贈与させた

だけで、それ以上の財産管理に関する合意はされなかった。既に、Ｂは、

財産のほとんどをＣに贈与しており、当時、Ｆに贈与した財産以外にＦに

管理させるような財産もなかった。 

オ ＧはＢが既に財産を失ったことを知った上で、租税を回収するためにＦ

を呼び出し、そしてこのままでは高額の加算税がかかると脅迫的に説明し、

不安を抱いたＦにつけこみ申告書を作成させたのである。その後大阪国税

局も、Ｆから回収するために平成９年以降３回に渡ってＦを呼び出し、税

金を払うよう求めた。 

（３）消滅時効 

最高裁判所は、消滅時効の援用権者を、権利の消滅により直接利益を受け

る者に限定している。差押債権者は、所有権移転請求権仮登記が抹消されれ

ば、債権回収を図るには有利になるが、それは仮登記が抹消された場合の反

射効にすぎないから、消滅時効を援用することはできない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

次の（１）から（１１）までのように補正するほかは、原判決「事実及び理

由」中の第３の１の認定説示（原判決２３頁１１行目から２８頁１８行目まで）

と同一であるから、これを引用する。 
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（１）原判決２３頁１６行目の「しかし、Ｂは」から２１行目末尾までを次のよ

うに改める。 

「Ｂには妻Ｐがいたが、同人は平成２年５月１３日に死亡した。」 

（２）原判決２３頁２２行目から２４頁７行目までを次のように改める。 

「（２）Ｆは、ＢとＰの長男で、昭和４８年に高校を卒業した後、大学の夜

間学部を出て、昭和５３年４月に当時の町役場（現在の市役所）に就

職した。Ｆは、昭和５４年に妻と婚姻し、両親の求めで同居し、長男、

長女をもうけたが、Ｐの死亡後、ＢがＦ夫婦に農作業の手伝いを求め

るようになったことなどから、Ｆ夫婦とＢの親子関係が悪くなり、平

成４年にＦ夫婦は、Ｂ一人を残してＢ方を出て別居した。しかし、親

戚の斡旋もあって、Ｆ夫婦は、平成５年３月ころ再度Ｂと同居したが、

そのころＢは、Ｆに対し、付き合っている女性がいて、高額の金を貸

しあるいは自動車を買い与えたなどと述べた。 

（３）上記のようにＦ夫婦は親戚に言われてＢの下に戻ったものの、Ｂと

Ｆ夫婦の親子関係は改善をみず、平成５年７月ころ、Ｆ夫婦は再びＢ

方を出て別居した。」 

（３）原判決２５頁９行目の「私立探偵に依頼して」を「平成６年ころ」に改め

る。 

（４）原料決２５頁１０・１１行目の「、金をむしり取るのが最近の行動パター

ンであるとの報告を受け」を「高額の金員を取得している旨の報告を受け、

Ｂが、ＣのためにそのほかのＳ家の財産をも処分してしまうおそれがあると

判断し」に改める。 

（５）原判決２５頁１８行目の「Ｆは」から２１行目の「その登記をした」まで

を次のように改める。 

「Ｆは、上記のようにいまだＣ名義の仮登記がされていない土地の贈与を受

けたが、ＣがＢの実印を所持していたことから、平成６年７月２６日ころ京
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都地方裁判所に対し、上記各土地について前記贈与に係る引渡請求権を保全

するため処分禁止の仮処分を申し立て、７００万円の担保を供託しその決定

を得て登記を取得した」 

（６）原判決２６頁４行目から７行目までを次のように改める。 

「以上のとおり、Ｂ所有不動産のうち、既にＣに所存権移転仮登記をしたも

のについてはＣに替わってＥが仮登記権利者となり、そのほかの土地につい

ては、ＢはＦに対する贈与証書を作成させられた上、仮処分登記をされたの

で、Ｂには不動産を処分してまとまった金員を得る見込みはなくなった。Ｂ

は、農業収入や年金収入を得ていたが、自宅の公共料金の支払をせず、固定

資産税の支払もしなかったので、これらはＦが支払った（Ｆ調書１３４項か

ら１４６項）。」 

（７）原判決２７頁５行目の「Ｂ名下の」を「Ｂ名で」に改める 

（８）原判決２７頁７行目の「（ちなみに」から１４行目の「疑問を呈しておき

たい。）」までを削る。 

（９）原判決２７頁１９行目の「宇治税務署長は」の次に「、平成１８年１２月

から平成１９年２月にかけて」を加える。 

（１０）原判決２７頁２３行目の「確定申告が」を「本件申告につき」に改める。 

（１１）原判決２８頁３行目から１４行目までを次のように改める。 

「（２２）Ｆは、平成１２年に本件仮処分のため供託した担保取消決定を得る

ため、Ｂに担保取消同意書に署名させ、またこのために新たに作成し

た「Ｂ」と刻したＢの実印で同意書に押印した。以後、この実印はＦ

が管理し、後記（２３）の売買契約書等にも使用した（乙５０、５１、

５３、５４、５７）。 

（２３）Ｊは、道路用地等とするため、Ｂから本件買収地を代金１４７５万０

０８０円で買い受けた。売買の成約に関わったのはＦであって、ＦはＢ

の承諾を得ることなく同売買を進めた。この売買の成立に至るまで、本
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件買収地について既に差押登記をしていた大阪国税局は、差押の解除の

条件として売買代金全額を本件租税債権の納付に充てるよう求めた。こ

れに対し、Ａは、前記のとおりＢがＣのためにした仮登記上の権利の移

転を受けるために８３５万円を支出していたことから、全額を納付金と

することに不満であったが、大阪国税局はこの点の譲歩を拒み、Ｊはも

とより差押えや担保権の抹消を売買の条件としていたから、物件が売却

できずに終わることをおそれたＡが譲歩せざるを得なかった。そして大

阪国税局の求めに応じて、Ｆは、上記売買代金につき、Ｊにおいて本件

国税債権に係る納付書によってＢに替わって納付することを依頼する

Ｂ名義の委任状を作成し、Ｂ名で署名押印した（乙５０から５４）。」 

２ 国がＢに対し本件国税債権を有していると認められるか（争点（１））につ

いて 

（１）実質課税の原則との関係について 

ア 控訴人らは、ＢはＣに本件譲渡地を贈与し、その後本件譲渡地を株式会

社Ｄに譲渡し利益を得たのはＣであったから、実質課税の原則からして、

Ｂに譲渡所得は生じない旨を主張する。 

イ 譲渡所得とは資産の譲渡による所得をいい、譲渡所得に対する課税は、

資産の値上りによりその資産の所有者に帰属する増加益を所得として、そ

の資産が所有者の支配を離れて他に移転するのを機会に、これを清算して

課税する趣旨のものと解されるが、譲渡所得の発生には、必ずしも当該譲

渡が有償であることを要するものではないとされている（最高裁判所昭和

４３年１０月３１日第一小法廷判決・裁判集民事９２号７９７頁参照）。 

ウ 引用した原判決の認定のとおり、本件譲渡地は、いずれももとＢが所有

していたものであるところ、Ｃに対して平成６年２月１４日受付でされた

所有権移転仮登記は同月１０日贈与予約を原因とするものであり、本件譲

渡地の地目の現況が農地で、Ｃに買受資格はなかったものと推認されるこ
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と（弁論の全趣旨）、本件譲渡地の売買契約書では、売主がＢ、買主が株

式会社Ｄと表示され、Ｄに対する売買代金の内金領収書などもＢ名義であ

ったことなどからすると、本件譲渡地はＢが売り渡したものであると認め

るほかない。その代金については、Ｃがその全部あるいは相当部分をＢか

ら受け取った可能性が高いが、Ｃへの代金の交付は、Ｂが譲渡（売買）代

金を得た後にこれをＣに交付したものと評価すべきであるから、Ｃに譲渡

所得が生じたものと認めることはできない。 

（２）本件申告の効力について 

ア 本件申告は、ＦがＢ名義で署名押印してしたものであることは前記認定

のとおりである。この点に関し、控訴人らは、ＢがＦに申告について代理

権を授与したことはなかったから、申告は無効であると主張する。 

申告は私人の公法上の行為であるが、無権代理人によってこれがされた

場合には、同申告は効力を有しないものと解される。しかし、本件では、

以下に述べるように、ＦはＢからの授権に基づいて本件申告をしたものと

認定することができるから、控訴人らの主張は理由がない。 

イ 前記認定の各事実によれば、以下のような点を指摘することができる。 

（ア）Ｂは、長男としてＳ家の財産を受け継いだものであり、親族からは、

これを費消、散逸させることなく次世代に受け継ぐことを期待されてい

たものと認められる。ところが、Ｂは、長男であるＦに引き継ぐべきＳ

家の不動産のうちの相当部分（価値を有することが明らかな部分〔Ｆ証

人〕）を、血縁のないＣに贈与しようとし、あるいはそれらを処分して

得た金員を貸付け等の名下にＣに交付し費消してしまったものであった。 

（イ）このような状況の下で平成６年７月に親族会議が開かれたが、この時、

Ａ、Ｆを初めとする親族がＢの行為を非難し叱責したことは想像に難く

なく、Ｆらは、有無を言わせずＢから財産を実質的に取り上げる方針で

あり、Ｂも、代々受け継ぐべきＳ家の財産であった本件譲渡地を１億０
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６１９万円で売却した上、手付金４０００万円は既にＣに交付して費消

してしまったものであったから、負い目もあり、Ｆや親族の強い意向に

抵抗できなかったものと推認される。 

（ウ）控訴人らは、同日の贈与の合意と証書の作成は、Ｃにまだ贈与しない

で残っていた財産をＦが譲り受けたものであって、ＦがＢの財産の管理

権限を授与されたわけではないと主張する。 

ＦはＢから贈与を受けた後直ちに仮処分を申請したが、その後本案訴訟

は平成１８年に至るまで起こそうとしなかった（乙５６）。この点をも併

せ考えると、Ｆや親族は、Ｂには何の権限も与えないことを基本に、法的

に可能な限りＢの処分権限を制限し、不動産等の重要なＳ家の財産の処理

はＦが専らすることに一致して合意するとともに、Ｂにもこれを承諾させ

たものと推認することができる。 

（エ）Ｆは、平成１２年９月ころ、本件仮処分の担保７００万円の供託金の

担保取消決定を得るため、Ｂに同意書に署名させ、この機会に作った実

印を押印し、以後この実印を管理した。またＦは、平成１４年の本件買

収地の売買に際しては、未だＢ名義でありＦ名義で贈与を受けていない

本件買収地について、なんらＢに断ることなく、国税局と折衝し、Ｂ名

義でＪとの間で契約をし、代金を国税局に納付する旨のＢ名義の委任状

まで作成した。以上のＦの各行動は、Ｂの財産の管理権限を全部掌握す

る者の行動にほかならないということができる。 

ウ 本件申告書を作成した当時、Ｃのために売却したもののほかにＢが所有

していた不動産は、本件土地及び本件質収地のようにＡのために所有権移

転仮登記がされていたか、Ｆに譲渡し仮処分登記がされた土地しか残って

いなかった。したがって、Ｂとしては、Ｇから本件譲渡地の譲渡所得税に

ついて申告を促されても、申告はともかく、税金を払うとなると、ＦやＡ

の了解を得て、不動産を処分するほかなかったといえる。 
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この点に関し、Ｇは、原審証人尋問において、ＢはＧから税額の説明を

受け理解はしたものの、Ｇに対し「女性問題で譲渡代金を使って手元にな

いから申告はできない、自分自身で財産を管理しておらず、息子に管理し

て貰っているから息子に聞いてくれ。」等と説明した旨の証言をしている

ところ、この証言内容は、当時の事情に合致するものであるから、同証言

は信用することができる。 

他方、Ｆが大学を卒業した地方公務員であることからすると、Ｆが無権

限でＢ名義の申告書を作成することができると認識していたとは考えられ

ず、反対に、Ｆは、申告に関しＢの承諾を得ていたか、あるいはそれまで

の経緯から当然Ｂの同意を得るまでもなく自己がＢの税務上の処理をする

権限・責務があると認識していたものと推認すべきである。 

そして、宇治税務署長が、平成８年１２月から平成９年２月までの間に、

Ｂに対し、無申告加算税の賦課決定通知書、本税の督促状、無申告加算税

の督促状を送付し、大阪国税局職員が、平成９年５月ころ滞納国税徴収の

ためＢ方を訪問し、大阪国税局長が、平成９年６月１３日、別紙物件目録

記載１の土地を差し押さえ、Ｂに対し、同日付けの差押調書を送付したが、

これらについてＢは何ら異議を述べなかったことも、Ｂが、税金の件を自

己が処理すべき事務ではなく、Ｆが処理すべきものと考えていたことを推

認させるものである。 

エ 以上によれば、Ｆがした本件申告は、Ｂから授与された代理権に基づく

ものであったと認定するのが相当である。 

オ 当審における控訴人らの主張に対する判断 

ところで、控訴人らは、ＢがＦに申告の代理権を授与したことはないと

して、ＢとＦの親子関係が悪く信頼関係がなかったこと（当審における控

訴人らの補足主張（２）のア）、Ｆが本件申告当時、本件譲渡地の売買の

詳細を知らず、Ｂの通帳、印鑑なども保管していなかったこと（同イ）、



 

 12 

Ｂが平成８年８月宇治税務署から帰る際、申告の交渉等を自己がする意思

を明らかにしていたこと（同ウ）、平成６年７月２日の親族会議では財産

管理に関する合意はなかったこと（同エ）、ＧはＦから租税を回収する目

的を持って折衝したこと（同オ）などを主張する。 

（ア）しかしながら、前記のとおり、ＦはＢの管理権を取り上げたのであっ

て、信頼関係に基づいて委任を受けたのではないから、同アの主張は採

用の限りでない。なお、Ｂがしぶしぶではあっても親族会議においてＦ

に財産の管理を委ねることに同意したのは、Ｓ一族が結束の強い親族集

団であったことのほかに、父母の財産のほとんど全部をＢが相続しこれ

を維持してくることができたのは、他の法定相続人が相続権を事実上放

棄したり親族がＢの財産維持について様々な協カをしてきたことによる

ものであること、関係者がそのような協力をするについては、Ｂにおい

て財産をＳ家の次の世代（Ｆ）に引き継ぐことが強く要請されていたこ

となどの事情があり、そのような従来の経緯からＢも親族の強い意向に

従わざるを得なかったことによるものと推測される。したがって、Ｂの

同意は、その意思表示に瑕疵はなく、真意によるものであったというこ

とができる。 

同イについては、Ｆに対する管理の委託の趣旨は上記のようなものであ

ったから、本件申告当時、Ｆが本件譲渡地売買の詳細を知らなかったこと

や、Ｂの通帳等を保管していなかったことは、ＦがＢの財産管理を委ねら

れたとの認定を左右するものではない。同ウについては、仮に控訴人らの

主張するようなことがあったとしても、Ｂにおいては財産管理権をＦに委

ねることにはそもそも不満があったであろうから、そのような言動も、や

はりＦがＢの財産管理を委ねられたとの認定を左右するものではない。そ

して、同エについては、同事実は認め難い。さらに、同オについて、Ｇが

Ｆから租税を回収する目的であったことを認めるに足りる証拠はない。 
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（イ）その他、控訴人らは、そもそもＢに確定申告をする意思はなかった旨

主張する。そして、宇治税務署長の督促状等についても、Ｂは郵便物を

開封しないから、本件申告を知って追認する趣旨で異議を述べなかった

のではないと主張する。 

しかしながら、Ｂに申告意思がなかったとの事実を認めるに足りる的確

な証拠はない。そもそも本件申告がＢの財産の管理権限を有するＦによっ

てされたことからすると、Ｂの申告意思を問題にする意味は乏しい。もっ

とも、Ｂが督促状の内容や賦課決定処分の意味を正確に理解していなかっ

たとしても、前記認定を総合すると、Ｂは、大阪国税局職員の訪問によっ

て、本件譲渡地の売却により税金の支払義務が生じていること程度は理解

しており、そしてＦが税務署の指示に従って申告するのに同意していたも

のと推認することができる。 

さらに控訴人らはＧがＦに対し、確定申告をしなければ大変なことにな

る旨発言したため、Ｆは確定申告に応じたにすぎない旨主張する。同主張

が、本件申告が強迫又は錯誤によるものであるとの趣旨であるのか明らか

ではないが、本件全証拠によっても、ＧがＦを強迫して、あるいは騙して

錯誤に陥らせるなどして申告をさせたとの事実を認めることはできない。 

（ウ）以上のように、本件申告は有効であり、それが無効であることを前提

とする控訴人らの主張はいずれも採用することができない。 

本件は、被控訴人が控訴人らに対し、債権者代位権を行使して、本件仮

登記の抹消を求める訴訟であるところ、その被保全権利である租税債権に

ついては、Ｂ名義でＦがした本件申告が有効であり、弁論の全趣旨によれ

ば本件申告によって、原判決別紙租税債権目録１記載のとおり本税の納付

義務が生じたものと認められる。そして同じく弁論の全趣旨によれば、宇

治税務署長がした加算税の賦課決定処分も有効であり、国税通則法の定め

るところに従って延滞税も生じたものと認められるから、平成９年６月１



 

 14 

３日当時存したＢに対する租税債権は原判決別紙租税債権目録１のとお

りであり、その後本件質収地の代金相当額が本税に納付されたことで、平

成２０年４月２日現在の租税債権の内容は原判決別紙租税債権目録２の

とおりとなったものと認めることができる。 

３ 債権者代位権の行使について 

証拠（乙４６、４７、乙４８の１～３４、原審証人Ｆ）及び弁論の全趣旨に

よると、Ｂには現在見るべき資産はなく、換価可能な財産としては本件土地し

かないことが認められる。そうすると、被控訴人は国税通則法４２条、民法４

２３条に基づいて、Ｂの財産を保全するために必要であれば、Ｂが本件土地に

ついて有する妨害排除請求権等の権能を代位行使することができる。 

４ 消滅時効の援用について 

（１）控訴人らは、被控訴人には消滅時効の援用権がないと主張する。 

ア ＡがＢとの間で売買予約をしたのは平成６年２月１０日であり、同日に

本件予約完結権が発生した後、平成１６年２月１０日に１０年を経過した。 

イ 売買予約に基づく所有権移転請求権保全仮登記がされた不動産につき抵

当権の設定を受けその登記を取得した者は、予約完結権が行使されると、

いわゆる仮登記の順位保全効により、仮登記に基づく所有権移転の本登記

手続につき承諾義務を負い、結局は抵当権設定登記を抹消される関係にあ

り（不動産登記浩１０５条、１４６条１項〔後記最高裁判決当時のもの〕）、

その反面、予約完結権が消滅すれば抵当権を全うすることができる地位に

あるといえるから、予約完結権の消滅によって直接利益を受ける者に当た

り、その消滅時効を援用することができるものと解するのが相当である（最

高裁判所平成２年６月５日第三小法廷判決・民集４４巻４号５９９頁。）。 

被控訴人は、国税徴技法に基づき本件差押登記を得たが、本件予約完結

権が行使されると、仮登記の順位保全効により、仮登記に基づく所有権移

転の本登記請求手続について承諾義務を負い、結局は本件差押登記を抹消
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される地位にある（不動産登記法１０６条、１０９条）ところ、この法律

関係は、前記売買予約に基づく所有権移転請求権保全仮登記がされた不動

産につき抵当権設定登記を得た者と変わらないから、被控訴人は本件予約

完結権の消滅時効の援用権を有すると解するのが相当である。 

（２）控訴人らは、本件買収地の差押えの解除の際、ＢがＡに対して贈与予約契

約上の債務を承認した旨主張する。 

ア しかしながら、同事実を認めるに足りる的確な証拠はない。前記認定の

とおり、本件買収地の売買については、ＦはＢの了解をとることなくＦの

判断で進めたものであって、ＢとＡの間で本件予約完結権の処遇について

何らかのやりとりがあったことを認めることはできない。 

イ また、予約完結権は形成権であって、権利者の意思表示によってその法

律効果が生じるからその中断を観念することは実効性がない。さらに、被

控訴人がＡに対して承認をしたものとも認められない（民法１４８条）か

ら、いずれにしても控訴人らの中断の主張は理由がない。 

（３）控訴人らは、被控訴人の消滅時効の援用が、権利濫用に該当する旨主張す

る。しかしながら、本件全証拠によっても、被控訴人がＡの権利の消滅時効

を主張することが、権利濫用になると評価すべき事実を認めることはできな

い。 

（４）なお、仮に、被控訴人に固有の消滅時効の援用権根がなかったとしても、

被控訴人がＢを代位して、その援用権を行使できるから、前記の結論に影響

を及ぼさない。またその場合、ＢがＡに対し債務を承認することによって中

断を生じたかとの問題は生じるが、同事実を認めるに足りる証拠はなく、ま

た形成権の不行使について時効の中断を観念できるか疑問があることも前記

のとおりである。 

５ 結論 

以上検討したところによれば、被控訴人は、Ａの本件予約完結権の消滅を主
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張し、妨害排除請求の代位行使により、本件仮登記の抹消登記手続を求めるこ

とができるから、被控訴人の控訴人らに対する請求はいずれも理由がある。 

よって、これと同旨の原判決は相当であって、控訴人らの各控訴はいずれも理

由がないから、これらを棄却することとし、主文のとおり判決する。 
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